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｢文教施設における耐震改修工事費のマクロ的価

格傾向に関する研究｣の結果概要(平成 18年 1月) 
 

財団法人建設物価調査会 総合研究所 

 
Ⅰ．調査概要 
１．調査の目的 
わが国の建築市場は、スクラップ・アンド・ビル

ドからストックの時代へと移行してきており、改修

工事に関する客観的な工事価格情報のニーズが増大

している。当会で平成 12 年度から実施している新築

の非木造建築の価格調査（JBCI 調査）にも、改修工

事の事例が寄せられており、多様な改修事例に見合

った価格分析の要望が増えている。 

特に耐震改修工事は、その重要性が幅広く認識さ

れているにも関わらず、価格情報の整備がほとんど

なされていない。そのため、平成 16 年度に現在の耐

震工法や工事費等の現状をマクロな視点で調査･分

析する基礎研究に着手したが、この度はその成果を

踏まえて、早急な耐震化が求められている文教施設

の耐震改修に関する価格情報等の整備・充実を目的

として本研究を実施した。 

 
２．調査方法 
一般的に施工されている耐震改修工事に関する積

算手法の実態を調査･分析し、下記手順によりアンケ

ート方式で調査を実施した。 

（1）積算方法の実態調査 

（2）価格影響要因の想定 

（3）調査票の作成 

（4）調査の実施、集計分析 

（5）報告書作成 

 

３．アンケート調査項目の内容 
（1）建物概要 

建物概要は、工事名称、所在地、発注者、契約方

法、発注形態、設計者、改修工期、延床面積、建築

面積、敷地面積、主構造種別、階数、建物用途、建

築年、施工条件、施工時間等の調査を行った。 
 

（2）耐震診断・改修計画 

診断の実施者、診断時期、診断レベル、診断時設

計図書の有無、診断費用、耐震性の向上指標等につ

いて調査を行った。 
 

（3）設計費 

設計関係費は、設計の実施者、設計費用の考え方、

設計費用について調査した。なお、設計費用は、①

設計費、②設計監理費、③その他に区分して情報を

収集した。 

（4）工事費 

工事費は、当初契約分の金額を対象としている。

耐震診断・改修計画、および設計費は除いている。

工事費の他、一部の科目については、その施工数量

も合わせて調査した。 
工事費の内訳は、耐震工法の種別に着目している。

耐震工法の主な種別としては、①鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ壁増設、

②鉄骨ﾌﾞﾚｰｽ設置、③柱･梁連続繊維ｼｰﾄ巻き、④柱ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ増し打ち、⑤柱鋼板巻き、⑥免震、⑦制震、⑧

その他の耐震改修工事を設定した。また、仕上およ

び設備については、一般的な科目分類（仕上、電気、

衛生、空調、昇降機、機械警備、その他）を採用し

た。これらは耐震工事対象外の部位の工事が含まれ

ることが多いので、可能な限り部位を分離した。 
 
（5）計画内容 

企画単位別概算単価分析のために必要な情報とし

て、「施工箇所数」、「内法スパン」、「内法高さ」、「壁

厚」、「周長」を調査した。施工箇所数は施工を行っ

た箇所の合計数を、また内法スパン、内法高さ、壁

厚、周長は、施工箇所のうち、代表的な箇所を調査

の対象としている。「鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ壁増設」が、増し打

ち（増厚）のみの場合は、壁厚は、増し打ちした部

分の厚さを対象とした。 
なお、耐震補強工事のうち、①鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ壁増設、

②鉄骨ﾌﾞﾚｰｽ設置を「壁補強型」、③柱・梁連続繊維

ｼｰﾄ巻き、④柱ｺﾝｸﾘｰﾄ増し打ち、⑤柱鋼板巻きを「柱

補強型」と考えた。補強工事の分類は、各形式の工

事金額の合計が過半を占めるものという条件で判断

した。 
 

４．アンケート調査の実施 
アンケート調査は、全国 47 都道府県における耐震

改修工事を対象として実施した。 

主な内容は[図表 1]のとおりで、発注機関、設計事

務所、総合建設会社等 274 社に対して調査票を発送

し、55 社から 145 件の回答を得た。（回収率 20.1%） 

これに16年度調査で得た文教施設の該当サンプル

71 件を加え、合計 216 件を分析対象の母集団として

採用した。 

 

[図表 1]調査結果 

調査項目 内容
1.調査対象工事 2002～2004年度に完了した非木

造校舎と屋内運動場（体育館）
2.調査対象地域 全国47都道府県
3.調査先 発注機関・設計事務所・総合建設

会社(274社）
4.回収率 20.1%（55社）
5.回収サンプル数 145件
6.調査対象工事費 最終的な契約金額  
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Ⅱ．アンケート調査結果 
アンケート結果をもとに「耐震改修工事の実施傾

向」、「工事費の傾向（計画内容の傾向を含む）」、「耐

震診断費用の傾向」、「設計費用の傾向」、「概算方法

の検討」の分析を行った。 

 

１．耐震改修工事の実施傾向 

(1)所在地 
216 サンプルの所在地は全国 43 の都道府県に分布

している。秋田、埼玉、東京、神奈川、新潟、愛知

のサンプルが 10 を越えている。 

 

(2)発注者 

発注者は、[図表 2]のようにそのほとんどが官公庁

であり約 94％を占める。民間は約 6%である。 

 

[図表 2]発注者の内訳 

官公庁
93.52%

民間
6.02%

その他
0.46%

 
 

(3)契約方法  

契約方法は、[図表 3]のように指名競争入札が全体

の約 84％を占めている。続いて多いのが一般競争入

札で約 13%。官公庁発注が主体の文教施設では特命・

随意契約は全体の約 3%に留まっている。 

 

[図表 3]契約方法の内訳 

一般入札
13.15%

指名競争入
札
83.57%

その他
0.47%

特命・随意契
約
2.82%

 
(4)発注形態  

 発注形態は[図表 4]のように、建築・設備一括発注

が約 45％を占めている。設備工事はあるが建築と設

備を分離して発注しているのが約 39％、建築工事の

みが約 16％となっている。 

[図表 4]発注形態の内訳 

建築設備一括
発注
44.65%

建築設備分離
発注（設備工事
有り）
39.07%

その他
0.47%

建築工事のみ
（設備工事なし）
15.81%

 
(5)設計者 

設計者は[図表 5]のように、「設計事務所」が約71%、

続いて「発注者」が約 25%である。施工者が設計を兼

ねる「設計施工」は約 3%と少ない。公的発注者が多

いことも影響していると思われる。 

 

[図表 5]設計者の内訳 

設計事務所
71.30%

設計施工
3.24%

発注者
24.54%

その他
0.93%

 
(6)改修工期  

耐震改修工事の工期は 3～6ヶ月が多く、3～4ヶ月

が最頻値であった。工期には耐震改修以外の大規模

修繕工事も含まれている。 

また、開始月を見ると、耐震改修工事の発注は 6、

7月などの夏場に多く行われており、このふた月で全

体の約 67%を占めている。文教施設のため、夏休み期

間を利用して施工されていることがよく分かる。 
 
(7)法定延床面積  

耐震改修建物の規模は[図表 6]のように最大が約

20,100 ㎡、最小は約 70 ㎡である。また、その平均値

は、3,170 ㎡である。中央値は 2,565 ㎡であるから全

体の半数はこの規模を下回っている。 

[図表 6]法定延床面積の分布 

法定延床面積（㎡）
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8,000 - 8,500

7,000 - 7,500

6,000 - 6,500

5,000 - 5,500

4,000 - 4,500

3,000 - 3,500
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標準偏差 = 2399.43  

平均 = 3170

有効数 = 211.00

3ﾃﾞｰﾀを除く

 

法定延床面積

の統計値(㎡) 
度数 211 
平均値 3,170 
中央値 2,565 
最小値 66 
最大値 20,112 



3 

(8)主構造 

主構造は[図表 7]のように、RC が全体の約 88％を

占めている。続いて、S、SRC となっている。S 造は

主に屋内運動場の用途に対応している。 

 

[図表 7]主構造の構成 

RC
87.91%

SRC
0.47%

その他
2.33% S
9.30%

 

 

(9)階数  

階数は地上 3、4階建てが多い。地下がないものは

全体の約 92%を占めている。 

 

(10)建物用途 

建物用途は[図表 8]のように、「小学校・中学」が

約 62%を占めている。続いて「高校」が約 24%である。 

 

[図表 8]建物用途の構成 

 
(11)建築時期 

施設そのものの建築年（着工年）は[図表 9]のよう

に、1970 年代が最も多くなっている。 

 

[図表 9]着工時期の分布 

建築年
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 (12)施工条件  

施工条件では[図表 10]のように、建物を使用継続

しながらの施工（「使用継続」）が約 65％を占めてい

る。仮移転後の施工（「仮移転」）は約 20％であった。 

 

[図表 10]施工条件の内訳 

使用継続
65.38%

仮移転
20.19%

その他
14.42%

 
(13)施工時間（夜間・休日作業の有無） 

施工時間では[図表 11]のように、ほとんどは「夜

間作業なし」である。「夜間作業有り」は約 8％に留

まる。また、休日作業の有無では[図表 12]のように

「休日作業あり」が約 57%であり、(12)の施工条件と

の関係で、「使用継続」の場合は休日作業の発生して

いる事例が多いといえる。 

 

[図表 11]施工時間の内訳 

夜間作業有り
7.73%

夜間作業無し
92.27%

 

 

[図表 12]休日作業の内訳 

休日作業有り
57.21%

休日作業無し
42.79%

 
 
 
 

   度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ 

1 保育園･幼稚園 1 0.46 
2 小学校･中学 133 61.57 
3 高校 51 23.61 
4 高専･短大･大学 10 4.63 
5 専門学校 3 1.39 
6 図書館 0 0.00 

7 
学校付属体育館 
・講堂（屋内運動場） 18 8.33 

合計  216 100.00 
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２．工事費の傾向 

2-1 工法選択 

216 データで採用された、耐震補強工法の傾向を示

したのが[図表 13]である（複数回答あり）。これを見

ると、①鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ壁増設、②鉄骨ﾌﾞﾚｰｽ設置という

壁補強型の耐震改修工事が非常に多いことが分かる。

また、免震や制震など高度な技術を要する工法のデ

ータは、今回の回答にはあまり含まれていない。 

 

[図表 13]耐震改修工法の構成 
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さらに契約単位では、どのような工法が選択され

ているのか、その組み合わせの上位１０パターンを

集計したものが [図表 14]である。これを見ると①鉄

筋ｺﾝｸﾘｰﾄ壁増設、②鉄鋼ﾌﾞﾚｰｽ設置の選択を軸にした

パターンによる耐震補強工法が多く採用されている

のが分かる。 

 

[図表 14]耐震補強工法組み合わせ 

 

 

2-2 主な耐震計画内容の傾向 

(1)鉄筋コンクリート壁増設 

桁行方向は、施工箇所は 10 箇所未満が多い。内法

スパンは 3.5～4.0ｍ、内法高さは 3.0～3.5ｍ、壁厚

は 20～25cm が最頻値であった。一方、妻壁方向は、

施工箇所は同様に 10 箇所未満が多いが、2～4箇所に

集中しており桁行きに比べて数は少ない。内法スパ

ンの最頻値は 6.5～7.0ｍと大きいが、内法高さ、壁

厚はの最頻値は桁行きと同様である。 

 
(2)鉄骨ブレース設置 

桁行方向の施工箇所は20箇所未満に幅広く分布し

ている。内法スパンは 3.5～4.5ｍと 7.0～8.0ｍの二

つの山が見られる。内法高さは 3.0～3.5ｍが最頻値

である。一方、妻壁方向のサンプル数は 6件であり、

桁行き方向の 102 件に比べるとこの工法を採用して

いる事例は非常に少ない。内法スパンは 6～8.5ｍ付

近に点在している。 

 
(3)柱・梁連続繊維シート巻き 

施工箇所は 10 箇所未満が多い。周長は 2～2.5ｍ、

内法高さは 2.5～3ｍが最頻値であった。 

 
(4)柱コンクリート増し打ち 

施工箇所は 15 箇所未満が多い。周長は 3～3.5ｍ、

内法高さは 3.5～4ｍが最頻値であった。 

 

(5)柱鋼板巻き 

施工箇所は 3 箇所以下が多い。周長は 2～4ｍに広

く分布しており明確な傾向は確認できない。内法高

さは 2.5～3ｍが最頻値であった。 

 

(6)その他 

その他の工法には、耐震スリット設置、水平ブレ

ース設置、鋼板内蔵ＲＣブレース設置、ＰＣａブレ

ース設置、基礎補強などの事例が寄せられた。 

 

2-3 工事費の傾向 

ヒストグラムや散布図を作成して、工事費の傾向

を分析した。［図表 15］は建築関連、［図表 16］は設

備・諸経費・総工事費に関する各科目の工事費傾向

を示している。各データの見方は下記のとおりであ

る。 

 

①単価の傾向 

ヒストグラムでサンプルがまとまっている範囲

（価格集中帯）と最頻値の範囲を示している。対象

となる単価は延床面積単価（円／㎡）だが、耐震関

連の科目は、見付面積単価（円／㎡）、施工箇所単価

（円／施工箇所）、施工数量単価も算定した。見付面

積は「壁補強型」の工法では補強壁面の面積、「柱補

強型」の工法では補強する柱等の表面積を用いた。 

また、仕上と設備関連の科目は、耐震補強部分と

それ以外の機能改善部分に分けた傾向も示している。 

 

②施工条件 

 施工条件を「継続使用」、「仮移転」、「その他」の 3

種類に分け、各科目の構成比を％で示している。 

 

③建築時期 

 対象物件の建築年（1950～1990 年）を 5 年ごとに

区分し、ヒストグラムで件数が集中している範囲と

最頻値の範囲を示している。

1 2 3 4 5 6 7 8

ﾊﾟﾀｰﾝNo.
鉄筋ｺﾝ
ｸﾘｰﾄ壁
増設

鉄骨ﾌﾞ
ﾚｰｽ
設置

柱･梁
連続繊
維
ｼｰﾄ巻

柱ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ増
し打ち

柱鋼板
巻き
免震 制震

その他
の耐震
補強工
事

1 ● ● 　 　 　 　 　 　 2 46 21.3% 46 21.3%
2 ● 　 　 　 　 　 　 　 1 29 13.4% 75 34.7%
3 　 ● 　 　 　 　 　 　 1 27 12.5% 102 47.2%
4 　 　 　 　 　 　 　 ● 1 20 9.3% 122 56.5%
5 ● 　 　 　 　 　 　 ● 2 14 6.5% 136 63.0%
6 ● ● 　 　 　 　 　 ● 3 13 6.0% 149 69.0%
7 　 ● 　 　 　 　 　 ● 2 8 3.7% 157 72.7%
8 　 ● 　 　 ● 　 　 　 2 4 1.9% 161 74.5%
9 ● ● ● 3 3 1.4% 164 75.9%

10 ● ● 　 　 ● 　 　 ● 4 3 1.4% 167 77.3%

組み
合わ
せ数

該当
する
ﾃﾞｰﾀ
数

全ﾃﾞｰﾀ
に対す
る構成
比

ﾃﾞｰﾀ
数の
累計

構成比
の累計
割合
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[図表 15]工事費の傾向（建築）                              

価格集中帯 0～2,000 2～6
最頻値 0～1,000 2～4
価格集中帯 0～4,000 2～8
最頻値 0～1,000 4～6

価格集中帯 0～2,000 2～8
最頻値 0～1,000 4～6

③建築時期

価格集中帯 0～2,000 20,000～60,000 400,000～800,000 1970～1980
最頻値 0～1,000 30,000～50,000 400,000～600,000 1970～1975
価格集中帯 500～2,500
最頻値 1,000～1,500
価格集中帯 50,000～250,000
最頻値 100,000～150,000
価格集中帯 3,000～5,000
最頻値 4,000～5,000
価格集中帯 30,000～60,000
最頻値 40,000～60,000
価格集中帯 1,000～5,000 60,000～120,000 800,000～1,800,000 1965～1980
最頻値 2,000～3,000 60,000～80,000 800,000～1,000,000 1970～1975
価格集中帯 1,000～2,500
最頻値 1,000～1,500
価格集中帯 300,000～500,000
最頻値 400,000～500,000
価格集中帯 0～25,000
最頻値 5,000～10,000
価格集中帯 200,000～500,000
最頻値 400,000～500,000
価格集中帯 0～500 20,000～80,000 400,000～600,000 1965～1970
最頻値 0～500 40,000～60,000 500,000～600,000 1965～1970
価格集中帯 50,000～60,000
最頻値 50,000～60,000
価格集中帯 0～1,000 5,000～20,000 50,000～150,000 1970～1980
最頻値 0～1,000 5,000～10,000 50,000～150,000 1970～1975
価格集中帯 0～500,000
最頻値 0～250,000
価格集中帯 3,000～5,000
最頻値 3,000～4,000
価格集中帯 0～40,000
最頻値 0～20,000
価格集中帯 0～500 50,000～90,000 200,000～500,000 1970～1980
最頻値 0～500 80,000～90,000 300,000～500,000 1970～1975
価格集中帯 400,000～800,000
最頻値 400,000～500,000
価格集中帯 200,000～500,000
最頻値 400,000～500,000
価格集中帯
最頻値
価格集中帯 14,000～20,000 1970～1980
最頻値 14,000～16,000 1975～1980
価格集中帯 0～2,000
最頻値 0～1,000
価格集中帯 0～15,000
最頻値 0～5,000
価格集中帯 0～10,000
最頻値 0～5,000
価格集中帯 0～15,000
最頻値 0～5,000

散布図では、ｙ軸（縦軸）に“延床面積単価”、“見付面
積単価”、“施工箇所単価”、“施工数量”、“施工数量
単価”を、ｘ軸（横軸）に“延床面積”、“見付面積”、“施
工箇所”、“施工数量”、“建築年”を設定した相関分析
も実施した。しかし、散布図や決定係数からは、強い相
関性は確認できなかった。

科　　　　目
ｻﾝﾌﾟﾙ
数
(最大)

①単価の傾向

延床面積単価
(円/㎡)

直接工事費に
対する比率（％）

1.総合仮設 183

2.直接仮設工事 206

3.解体・撤去 205

科　　　　目
ｻﾝﾌﾟﾙ
数
(最大)

①単価の傾向 ②施工条件

延床面積単価
(円/㎡)

見付面積単価
（円/㎡）

施工箇所単価
（円/箇所）

施工数量単価
（円/数量）

数量
単位

継続
使用
（％）

仮
移転
（％）

その
他
（％）

建築年
（年）

4.鉄筋コンクリート壁増設 128 67.2 20.0 12.8

あと施工アンカー 本

鉄筋 ｔ

型枠 ㎡

コンクリート m3

22.3 13.4

あと施工アンカー 本

5.鉄骨ブレース 114 64.3

鉄骨（鉄筋） ｔ

型枠 ㎡

無収縮モルタル m3

6.柱・梁連続繊維シート巻き 11 63.6 9.1 27.3

炭素繊維シート ㎡

8.7 13.0

鉄筋
ｔ

7.柱コンクリート増し打ち 23 78.3

型枠
㎡

コンクリート m3

25.0 18.7

鋼板 ｔ

8.柱鋼板巻き 13 56.3

モルタル m3

9.免震
0

10.制震 10 90.0 10.0 0.0

12.仕上 146

11.その他の耐震改修工事 82

機能改善部分 99

耐震部分 146

 
 

[図表 16]工事費の傾向（設備・諸経費・総工事費） 

価格集中帯 0～1,000 価格集中帯 0～2,250
最頻値 0～500 最頻値 なし
価格集中帯 0～1,000 価格集中帯 0～100
最頻値 0～500 最頻値 0～100
価格集中帯 0～500 価格集中帯 0～100
最頻値 0～500 最頻値 0～100
価格集中帯 0～１,000 価格集中帯
最頻値 0～500 最頻値
価格集中帯 0～1,000 価格集中帯 0～500
最頻値 0～500 最頻値 0～500
価格集中帯 0～500 価格集中帯 0～500
最頻値 0～500 最頻値 0～500
価格集中帯 0～500 価格集中帯 1,000～4,500
最頻値 0～500 最頻値 なし
価格集中帯 0～500
最頻値 0～500 価格集中帯 1,000～5,000
価格集中帯 0～500 最頻値 2,000～3,000
最頻値 0～500 価格集中帯 10,000～30,000

最頻値 20,000～30,000
2.総工事費 189

1.諸経費 170
機能改善部分 5

機能改善部分 4

耐震部分 22

耐震部分 9

3.空調 22

6.その他設備 9

機能改善部分 18

機能改善部分 0

耐震部分 43

耐震部分 4

2.衛生 43

5.機械警備 4

機能改善部分 32

4.昇降機 5

耐震部分 75

1.電気 75

科　　　　目
ｻﾝﾌﾟﾙ
数
(最大)

①単価の傾向

延床面積単価
(円/㎡)

延床面積単価
(円/㎡)

科　　　　目
ｻﾝﾌﾟﾙ
数
(最大)

①単価の傾向

 



6 

耐震補強を行う部位や箇所数等は建物ごとに異な

り、必ずしも延床面積の傾向とは一致しない。その

ため“延床面積単価”は、耐震診断前の暫定的な目

安と考え、実務では耐震計画後に得られる補強面積

や箇所数などに対応した“見付面積単価”や“施工

箇所単価”を参考にすることが望ましい。 

また、耐震補強以外の科目や総工事費には、仕上

や設備など耐震補強以外の機能改善的な要素が含ま

れていることに留意する必要がある。 

 

３．耐震診断費用の傾向 

3-1 耐震診断の実施傾向 

(1)実施件数 

総サンプル 216 件のうち、約７割にあたる 151 件

が耐震診断を実施しているとして回答している。そ

れ以外のサンプルは未回答であったが、耐震設計を

行うには、何らかの形で診断は実施されているもの

と考えられる。 

 
(2)診断の実施者 

耐震診断の実施者は[図表 17]のように、設計事務

所が約86％と圧倒的に多い。続いて発注者が約8％、

施工会社が約 5％の順である。 

 

[図表 17]診断の実施者の内訳 

発注者
7.95%

設計事務所
86.09%

施工会社
5.30%

その他
0.66%

 
 

(3)診断期間 

診断の期間は[図表 18]のように 6 ヶ月が最頻であ

る。続いて 4 ヶ月となっている。また、耐震診断終

了後から着工までの期間について調べると、[図表

19]のように 5～10 ヶ月が多い。 

 

[図表 18]診断期間の傾向 

診断工期

121110987654321

件
数

30

20

10

0

標準偏差 = 1.71  

平均 = 5

有効数 = 113.00

 

 [図表 19]着工までの期間 

診断終了後～改修開始までの期間（月）

75 - 80

70 - 75

65 - 70

60 - 65

55 - 60

50 - 55

45 - 50

40 - 45

35 - 40

30 - 35

25 - 30

20 - 25

15 - 20

10 - 15

5 - 10
0 - 5

件
数

50

40

30

20

10

0

標準偏差 = 31.38  

平均 = 25

有効数 = 114.00

4ﾃﾞｰﾀを除く

 
 
(4)診断レベル 

診断レベルについては[図表 20]のように第 2 次診

断が 80％と最も多くなっている。 

 

[図表 20]診断レベルの構成 

１次診断
1.60%

２次診断
80.00%

３次診断
8.80%

屋体基準
9.60%

 
 
(5)診断時の設計図書の有無 

診断時の設計図書の有無では[図表 21]のように、

約 96％が「設計図書あり」と回答している。 

 

[図表 21]設計図書の有無 

有り
96.09%

無し
3.91%
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3-2 構造耐震判定指標 

(1)判定指標 Iso の大きさ 

耐震構造判定指標（Iso）は階の位置に限らず、次

式により求めることとなっている。 

  Iso＝Es・Z・G・U 
 

Es：耐震判定基本指標  

方向に限らず次の値を標準としている。 

 第 1次診断用 Es＝0.8 
 第 2次診断用 Es＝0.6 
 第 3次診断用 Es＝0.6 
Z：地域指標 

その地域の地震活動度や想定する地震動の強さによる補正

係数 

G：地盤指標 

地表地盤の増幅特性、地形効果、地盤と建物の相互作用な

どによる補正係数 

U：用途指標 

建物の用途などによる補正係数 

  

本調査においては、216件のうち、104件について、

判定指標 Iso 値の回答を得た。[図表 22]に示すよう

にその値は、0.65～0.70 に集中している。 
 

[図表 22]構造耐震判定指標 Iso の大きさ 

構造耐震判定指標Ｉｓｏ

1.45 - 1.50

1.40 - 1.45

1.35 - 1.40

1.30 - 1.35

1.25 - 1.30

1.20 - 1.25

1.15 - 1.20

1.10 - 1.15

1.05 - 1.10

1.00 - 1.05

.95 - 1.00

.90 - .95

.85 - .90

.80 - .85

.75 - .80

.70 - .75

.65 - .70

.60 - .65

.55 - .60

.50 - .55

80

60

40

20

0

標準偏差 = .14  

平均 = .74

有効数 = 104.00

 
 

(2)Is 値の改善傾向 

本調査では Is 値に関して、診断値と計画値の両者
を各階別、桁行・妻壁方向別に調べている。その診

断値と計画値に関する統計値を分析したところ、診

断値 Is は、全般的に桁行方向が妻壁方向よりも低い
値を示す傾向にあった。また、桁行方向において各

階毎の平均値は[図表 23]のように大きく異なるが、

妻壁方向は地下を除き全ての階で平均値が 1.0 以上

と高く安定的であった。 
そして計画値 Is については、桁行方向が全ての階
で 1 前後にまで大きく改善している。以上のことか
ら、耐震改修工事は主として桁行方向の耐震性の改

善をねらいとしていることが分かる。 

 

 

[図表 23]Is 値（平均値）の改善傾向 

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

B1桁
行

１
階
桁
行

2階
桁
行

3階
桁
行

4階
桁
行

5階
桁
行

B1妻
壁

1階
妻
壁

2階
妻
壁

3階
妻
壁

4階
妻
壁

5階
妻
壁

構
造
耐
震
指
標

Iｓ

診断値Is

計画値Is

 

 

3-3 耐震診断費用 

［図表 24］は耐震診断費用に関する各項目の傾向

を示している。各データの見方は下記のとおりであ

る。 
 
①単価の傾向 

ヒストグラムで単価のまとまっている範囲（価格

集中帯）と最頻値の範囲を示している。対象となる

単価は、各診断関連の費用（円）と“延床面積単価

（円／㎡）”の２種類である。 

 

②主な相関傾向 

ｙ軸（縦軸）に各診断関連の費用と“延床単価”

を、ｘ軸（横軸）に“延床面積”を設定して相関分

析を行った散布図の傾きと相関性の強弱の傾向を示

している。相関性は決定係数（R 二乗）により判定

しており、0.04～0.16を弱い相関、0.16～0.49を中程

度の相関とした。 

 

[図表 24]耐震診断費用の傾向 

Y:調査費 Y:延床単
X:延床面積 X:延床面積

価格集中帯 500,000～1,500,000 0～1,000
最頻値 1,000,000～1,500,000 0～500
価格集中帯 500,000～1,000,000 0～500
最頻値 500,000～1,000,000 0～500
価格集中帯 0～1,000,000 0～300
最頻値 0～500,000 200～300
価格集中帯 1,000,000～4,000,000 0～2,000
最頻値 1,000,000～2,000,000 0～1,000

4..耐震診断費
用合計

3.診断諸経費

2.補強計画費
（判定を含む）

1.耐震診断費

科　　　　目
ｻﾝﾌﾟﾙ
数
(最大)

①単価の傾向 ②主な相関傾向

調査費
（円）

延床面積
単価
（円/㎡）

69 ／中 ＼弱

39 ／弱 ＼弱

107 ／弱 ／弱

51 相関なし ＼弱

４．設計費用の傾向 

4-1 設計の実施傾向 

(1)実施件数 

未回答が 75 件あったが、設計はほとんどの物件で

行われていると思われる。 

 

(2)設計の実施者 

[図表25]のように設計事務所が約67％を占めてい

る。 
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[図表 25]設計実施者の構成 

設計事務所
67.38%

施工会社
3.55%

発注者
25.53%

その他
3.55%

 
(3)設計の考え方 

 設計の考え方としては[図表 26]のように、約 73％

が「診断、工事費とは別にしている」と回答してい

る。 

 

[図表 26]設計の考え方 

診断、工事費
とは別
72.80%

診断費に含ま
れている
8.80%

その他
16.00%工事費に含ま

れている
2.40%

 
 

4-2 設計費用 

［図表 27］は設計費用に関する各項目の傾向を示

している。各データの見方は下記のとおりである。 

 
①単価の傾向 

ヒストグラムで単価の集中している範囲（価格集

中帯）と最頻値の範囲を示している。対象となる単

価は設計関連の費用（円）と“延床面積単価（円／

㎡）”の２種類である。 
 
②主な相関傾向 

ｙ軸（縦軸）に設計関連の費用と“延床単価”を、

ｘ軸（横軸）に“延床面積”を設定して相関分析を

行った散布図の傾きと相関性の強弱の傾向を示して

いる。判定方法は、耐震診断費用と同様である。 
 

[図表 27]設計費用の傾向 

Y:設計費 Y:延床単価
X:延床面積 X:延床面積

価格集中
帯

1,000,000～5,000,000 500～2,500
最頻値 3,000,000～4,000,000 500～1,000
価格集中 1,000,000～5,000,000 400～1,000
最頻値 1,000,000～1,500,000 400～600

4,500,000～5,000,000 800～1,000
価格集中 250,000～1,000,000 0～600
最頻値 750,000～1,000,000 0～200
価格集中 2,000,000～5,000,000 0～2,000
最頻値 2,000,000～3,000,000 0～1,000

4.設計費合
計

＼弱
22

81 ／弱 ＼弱

67 ／弱 ＼弱

3.その他の
設計費

2.設計監理
費

1.設計費用

17 ＼中 ＼中

／中

科　　　　目
ｻﾝﾌﾟﾙ
数
(最大)

①単価の傾向 ②主な相関傾向

設計費
（円）

延床面積
単価
（円/㎡）

 

５．概算方法の検討 

ここでは、データ分析の当初で示した「工法選択

の傾向」分析における主要な３パターンについて、

延床単価の分布および全体工事費に占める内訳工事

費の割合の統計量を示すことで、概算法の検討のた

めの基礎資料とした。 
「①延床単価の分布」には、箱ひげ図(box and 

whisker plot)を用いており、中央値（箱の中央付近
にある線）と四分位（25％と 75％）の位置を示す
箱によりデータのバラつき状態を示している。 
また、「②全体工事費に占めるウエイト」は、各科

目の平均値が、それらを合計した全体工事費に対し

て占める割合を示している。耐震補強工事だけに着

目すると、その割合はパターン１では 10.1%、パタ
ーン２では 4.6％、パターン３では 14.0%となって
いる。耐震補強は、機能改善を目的とした改修工事

を並行して行われることが多く、工事費全体に占め

る割合はそれほど高くないことが分かる。 
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パターン１（鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ壁増設、鉄骨ﾌﾞﾚｰｽ設置） 
①延床単価の分布（円/延床㎡） 

84131145121021224484444414441有効数 = 

出
精
値
引

諸
経
費

現
場
経
費

そ
の
他
工
事

そ
の
他
設
備

機
械
警
備

昇
降
機

空
調

衛
生

電
気

仕
上

耐
震
補
強
以
外
工
事

鉄
骨
ﾌﾞﾚｰｽ設
置

鉄
筋
ｺﾝｸﾘｰﾄ壁
増
壁

解
体
・撤
去

直
接
仮
設

総
合
仮
設

延
床
単
価
（円
／
延
床
㎡
）

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0
-10,000

 
②全体工事費に占めるウェイト（％） 

総合仮設
2.8%

直接仮設
3.7%

解体・撤去
5.1%

RC壁増壁
2.9%

鉄骨ﾌﾞﾚｰｽ
7.2%

耐震以外
2.5%

仕上36.5%
電気
4.3%

衛生

5.4%

空調
1.4%

昇降機1.8%

機械警備
0.1%

その他設備
0.7%

その他工事
14.4%

諸経費
11.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

 

 

パターン２（鉄筋コンクリート壁増設） 
① 延床単価の分布（円/延床㎡） 

42318102111141727529262823有効数 = 

出
精
値
引
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他
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事
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他
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衛
生
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気

仕
上

耐
震
補
強
以
外
工
事

鉄
筋
ｺﾝｸﾘｰﾄ増
設

解
体
・撤
去

直
接
仮
設

総
合
仮
設

延
床
単
価
（
円
／
延
床
㎡
）

70,000

60,000

50,000

40,000
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20,000

10,000

0
-10,000

 

②全体工事費に占めるウェイト（％） 

総合仮設
3.9%

直接仮設
4.6%

解体・撤去
7.0%

RC壁増壁
4.6%

鉄骨ﾌﾞﾚｰｽ
0.0%

耐震以外
2.5%

仕上44.5%
電気
5.2%

衛生

8.0%

空調
1.0%
昇降機0.0%

機械警備
0.1%

その他設備
0.9%

その他工事
7.2% 諸経費

10.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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パターン３（鉄骨ブレース設置） 
①延床単価の分布（円/延床㎡） 

420147366925326242621有効数 = 

出
精
値
引

諸
経
費

現
場
経
費

そ
の
他
工
事

そ
の
他
設
備

空
調

衛
生

電
気

仕
上

耐
震
補
強
以
外
工
事

鉄
骨
ﾌﾞﾚｰｽ設
置

解
体
・撤
去

直
接
仮
設

総
合
仮
設

延
床
単
価(

円
／
延
床
㎡
）

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0
-10,000

 

②全体工事費に占めるウェイト（％） 

総合仮設
3.4%

直接仮設
4.7%

解体・撤去
5.8%

RC壁増壁
0.0%

鉄骨ﾌﾞﾚｰｽ
14.0%

耐震以外
0.5%

仕上29.3%
電気
5.1%

衛生

13.0%

空調
4.2%
昇降機0.0%

機械警備
0.0%

その他設備
3.5%

その他工事
4.8% 諸経費

11.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

 

 
 
Ⅲ．調査結果の考察 
本調査を通じて文教施設に関する耐震改修工事の

実態、および工事費に関する貴重なデータが収集さ

れた。 

これらのサンプルにより、耐震補強の実施傾向の

分析をはじめ、工事単価の平均値や分布状況、工事

単価と延床面積などのパラメーターとの相関性の有

無・強弱など、多くの示唆に富む結果が得られた。

また、耐震改修工事の事前に実施される耐震診断調

査、耐震設計のコストについても同様の分析が行わ

れた。   

学校建築を主体とする文教施設はその数が多く、

全国各地に分布している。現在、地震防災対策特別

措置法に基づく緊急事業計画により公立学校施設の

耐震化が進められているところであるが、校舎や体

育館など対象となる約 13 万棟のうち、耐震性が確認

されているのは 51.8％に留まり、また、3万 6582 棟

が耐震診断が未診断であるという文部科学省の調査

結果もある（「公立学校施設の耐震改修状況調査（小

中学校）」2005 年 4 月実施）。この意味からも耐震改

修工事の今後の需要を考えたときに、本分析のよう

な客観的視点による情報は、役立つのではないだろ

うか。 

 

 

本分析は、耐震改修工事の企画や計画段階におけ

るコスト情報の充実を意図している。具体的には、

耐震性を確保するための工法選択の段階での利用が

想定される。こうしたニーズに応えるには、個々の

工事科目における単価情報の他にも、工法別の概算

コスト情報や全体工事費の構成に関する情報などが

必要と考え、データ分析を進めてきた。しかし、そ

れらは現時点では充分なものとは言い難く、コスト

プランニングに役立つための耐震診断工事の概算手

法開発を含めた検討などについては、より一層研究

を深めていく必要があると考えている。 

本報告書でまとめられた価格情報が、発注者、設

計者、施工会社など耐震改修工事に関わる多くの

人々にとって便利で有益な共有データとなりうるた

めにも、今後、より多くの関係者の協力を得て、耐

震改修工事に関する価格データの一層の拡充をはか

る所存である。 

 

【本件の問い合わせ先】 
財団法人建設物価調査会 総合研究所 技術研究部 
（担当 橋本） 
TEL:03-3663-2130   FAX:03-3663-0966  
e-mail: soken-info@kensetu-bukka.or.jp 

 

 


